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第１ 事業の目的及び概要について 

 

１ 事業の目的 

福岡県（以下「県」という。）では、今回、民間事業者の資金やノウハウ等を活用しながら、こ

の要項の対象となる県有地（以下「本件地」という。）を借地借家法（平成３年法律第９０号）第

２２条に規定する定期借地方式により有効活用を図ることとし、公募型プロポーザル方式により

優良な開発ノウハウを有する民間事業者を選定するため、この公募要項（以下「本公募要項」とい

う。）を策定し、公表します。 

以上の趣旨を踏まえ、県は本事業を実施する事業者の選定を行うため、本公募要項に基づき、本

件地を活用した事業の提案を募集します。 

なお、別冊の「選定基準」、「様式集」及び本公募要項に係る配布資料（別紙３参照）は本公募

要項と一体のものとします。 

    

   

２ 事業名称 

福岡高等技術専門校跡地有効活用事業 

   

   

３ 対象地（本件地） 

本件地の概要は以下のとおりです。 

（１）所在及び地番 

〇所  在：福岡市東区千早四丁目 

〇地  番：３０２５番３ 

（別紙１・２及び配布資料１「全部事項証明書（写）、公図（写）、地積測量図（写）」参照） 

 

（２）敷地面積 

３，３００．００㎡（実測） （約９９８坪） 

 

（３）都市計画に基づく土地規制等（別紙２参照） 

○区域区分  ：市街化区域   ○用途地域 ：商業地域 

○指定建ぺい率：８０％     ○指定容積率：４００％ 

 

（４）インフラの整備状況 

上水道、下水道及び電気の供給施設は本件地の接面道路まで整備されています。新たな開発に

伴って必要なインフラ整備は、事業者の負担とします。 

 

（５）現在の使用状況 

令和３年４月から令和６年３月までの３年間、民間事業者（アマノマネジメントサービス(株)）

に駐車場用地として貸付中であり、貸付期間終了時に、更地に原状復旧の上、県に返還される予

定です（本事業に支障がない範囲で、貸付期間を一定程度延長する可能性あり）。 

なお、対象地の隣地（県有地）については、以下のとおりです。 

〇３０２５番１：福岡県立福岡高等技術専門校（建替後）の敷地として使用中 

〇３０２５番２：民間事業者（(株)ハローデイ）に事業用定期借地により貸付中（令和４年４

月から令和２９年３月までの２５年間） 

 

（６）その他 

ア 敷地高低測量図（レベル）及び真北測量図については特に作成しておりません。 
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イ 過去に、本事業の支障となる紛争等が近隣との間で発生したことはありません。 

 

ウ 過去に、本件地内において本事業の支障となると考えられる事件・事故又は冠水・浸水等

が発生したことはありません。 

 

エ 既に完了している福岡高等技術専門校（建替前）の解体に伴い、当時の既存建物に係る地

下埋設物については、地中杭を含めて解体・撤去済みです。 

 

 

４ 応募者・事業者等の定義について 

（１）応募者 

本事業に係る事業者公募（以下、「本件公募」という。）に関し、応募書類を提出し応募申込

を行った企業又は企業グループを「応募者」とします。 

 

（２）優先交渉権者 

本件公募に応募、また提案書類（及びプレゼンテーション）による提案を行い、選定委員会に

よる審査を経てその選定結果に基づき、県が本事業の実施主体に最もふさわしいと考えられる応

募者として決定した企業又は企業グループを「優先交渉権者」とします。 

 

（３）事業予定者 

県と基本協定を締結した後の優先交渉権者を「事業予定者」とします。 

 

（４）事業者 

さらに事業予定者が県と定期借地契約を締結し、本事業の実施主体となる場合、当該事業予定

者を「事業者」とします。 

なお、事業予定者が別途「第２ １（１）基本的要件」に記載のＳＰＣ（以下「ＳＰＣ」とい

う）を設立し、「第３ １（８）定期借地権及び借地権付建物の譲渡」に記載された条件を満た

す形で当該ＳＰＣが定期借地契約を締結又は定期借地権の譲渡を受け、事業を実施する場合は、

当該ＳＰＣを「事業者」とし、その場合の事業予定者は「応募事業者」とします。 

 

 

５ 事業の概要 

（１）想定事業スケジュール 

ア 令和４年９月２２日 

県は、本件公募を開始します。 

 

イ 令和５年４月頃 

県は、本事業に係る事業者（「第４ 優先交渉権者等の決定について」において決定され

る、本事業に係る優先交渉権者）を決定し、発表します。 

 

ウ 令和５年９月頃 

県と優先交渉権者は、詳細を協議の上、本事業に関する基本協定を締結します（これによ

り、優先交渉権者は事業予定者となります）。 

 

エ 令和７年１月頃 

県と事業予定者は、本件地に関する一般定期借地権設定契約（借地借家法（平成３年法律
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第９０号）第２２条）（以下「定借契約」という。）を締結します（これにより、事業予定

者は事業者となります）。 

 

オ 令和７年３月頃 

事業者は、本件地の借地を開始する（県への借地料支払も開始）とともに、自らの提案す

る建設物（地下部分を含む。以下「新施設」という。）の建設を開始し、令和９年２月頃ま

でに完成させます。 

 

カ 令和９年２月頃 

県と事業者は、新施設における福岡農林事務所及び駐車場（以下「新福岡農林事務所」と

いう。）に関する建物賃貸借契約を締結します。 

また、同時期を目途に、福岡市（以下「市」という。）と事業者は、新施設における千早

公民館・老人いこいの家及び駐車場（以下「新千早公民館等」という。）に関する建物賃貸

借契約を締結します。 

 

キ 令和９年３月頃 

事業者の新施設が完成後、県は、福岡西総合庁舎（福岡市中央区赤坂一丁目８番８号）に

入居している福岡農林事務所を新施設内に移転させます。 

また、同時期を目途に、市は、千早公民館・老人いこいの家（福岡市東区千早六丁目２番

２１号（公団賃貸住宅と合築））を新施設内に移転させます。 

 

ク 令和９年３月以降 

事業者は、県に借地料を支払いながら、新施設を管理・運営し、定借契約の借地期間満了

時までに新施設を解体・撤去の上、本件地を更地の状態にして県に返還します。 

 

※事業スケジュールは、事業者の提案内容等にもよることとなりますが、提案に当たっては

可能な限り、上記の想定事業スケジュールに従ってください。 

 

（２）定期借地期間 

５０ ～ ７０年間（提案事項） 

 

（３）事業実施に係るリスク・責任等の負担 

次の事項については、すべて事業者の負担とします。 

 

ア 新施設の企画、設計及び建設に係るリスク・責任等 

（ア）提案内容に起因する損害 

（イ）計画内容及び建築工事に係る近隣への説明等の対応 

（ウ）設計変更、工期延長、建築費用の増加等（法令の改正、金利上昇、天災地変等による不可

抗力の場合等、県及び事業者のいずれにも責めのない場合を含む。） 

（エ）新施設の公租公課、及び維持、運営に係る費用負担 

（オ）事業者の破綻に関するリスク、事業者の構成員の破綻に関するリスク 

 

イ 土地貸付に係るリスク・責任等 

（ア）土壌汚染、地下埋設物、埋蔵文化財等、本公募時点において県が確認できていなかった瑕

疵により事業者が受けた損害（公募時点において、県では土壌汚染や地下埋設物の存在等に

ついて、改めての確認・把握はしておらず、今後も調査予定なし） 

（イ）本件地に係る路線価の上昇等に伴う、県への支払い借地料の上昇 
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ウ 既存工作物（フェンス等）等及び新施設の解体・撤去に係るリスク・責任等 

（ア）解体・撤去（一般及び産業廃棄物処分を含む）に伴う費用及び損害 

（イ）解体・撤去に係る近隣への説明等の対応 

（ウ）有害物が存在した場合の解体・撤去に係る費用及び損害 

 

エ その他提案内容の実現に必要な関係者等との一切の対応 

 

 

６ 募集・審査の概要 

（１）募集方式と優先交渉権者の決定について 

この事業者募集は、公募型プロポーザル方式により優先交渉権者等を決定するものです。 

 

（２）本公募の担当部署（以下「担当部署」という。） 

  担当部署 

〒８１２－８５７７ 

福岡県福岡市博多区東公園７番７号 

福岡県 総務部 財産活用課 財産活用係（県庁９階） 

電 話 ０９２（６４３）３２３５（直通） 

ＦＡＸ ０９２（６４３）３０９３ 

E-Mail z-katsuyou@pref.fukuoka.lg.jp 

 

（３）募集スケジュール概要（予定） 

本公募要項の公表から優先交渉権者等の決定結果の通知までのスケジュールは、次のとおりで

す。ただし、事業の性質上、やむを得ない事情により変更することがあります。 

 

スケジュール 予定時期 

公募開始、本公募要項の公表 令和４年 ９月２２日（木） 

本公募要項に係る資料の 

配布、閲覧 
令和４年 ９月２２日（木） ～ １２月２３日（金） 

質問書受付 令和４年１０月 ６日（木） ～ １３日（木） 

質問書回答 令和４年１１月 ４日（金）まで 

応募申込及び参加資格 

確認申請の受付 
令和４年１１月１７日（木） ～ ２４日（木） 

参加資格確認結果の通知 令和４年１２月 ８日（木）まで 

提案書類受付 令和４年１２月１５日（木） ～ ２３日（金） 

事業提案審査 

（最優秀提案者等の選定） 
令和５年 １月 ～ ３月下旬頃（予定） 

優先交渉権者等の 

決定結果の通知･公表 
令和５年 ４月頃（予定） 
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第２ 応募について 

 

１ 応募の条件 

（１）基本的要件 

応募者は、本件地について県から一括して貸付を受け、自らが提案する新施設を整備し、定期

借地期間中安定して事業を継続できる企画力、技術力及び経営能力を有する企業又は企業グル

ープとします。なお、下記の要件を満たすＳＰＣを設立し、事業を実施することも可とします

（ＳＰＣにおいて事業を行う場合は、以下＜ＳＰＣの要件＞に記載する事項のほか、「第３ １

（８）定期借地権及び借地権付建物の譲渡」に記載された条件を満たす必要があります）。  

 

＜ＳＰＣの要件＞ 

ア ＳＰＣは会社法（平成 17 年法律第 86 号）等に定める法人であること。 

 

イ 後記（２）に定める応募企業グループ（事業実施時は応募事業者）の構成員全員（代表企業

を含む）が合計でＳＰＣの議決権保有割合の５０％超を出資し、応募企業グループが事業の実

質的な決定権を有すること。また、ＳＰＣ設立後も応募企業グループが本事業に関し一定の関

与を行うこと。 

なお、ＳＰＣにおいて代表企業の出資比率及び議決権保有割合が最大となるようにするこ

と。 

 

ウ ＳＰＣへの出資持分については、県の事前承諾がある場合を除き、原則として応募企業グル

ープ以外の第三者への割当・譲渡又は担保権設定等の処分を行うことはできない（同一企業グ

ループの構成員間であれば、県に事前に報告した上で、ＳＰＣの出資比率を変更することは可

とするが、代表企業の出資比率が最大となる必要があるため、出資比率の変更に伴い代表企業

を変更する必要がある場合は、県の事前承諾が必要）。 

 

エ ＳＰＣは本件事業のみを目的とし、優先交渉権者決定後、基本協定締結までにすみやかに設

立すること。なお、設立後は法人の登記簿謄本の写し及び出資者名簿を提出すること。 

 

オ ＳＰＣは福岡県内に設立し、原則として県外へ移転させないこと。 

 

カ ＳＰＣを活用した事業スキームの詳細について、本件公募提案の中で説明すること（様式14-

1「事業スキーム及び土地建物の権利関係の概要」等を活用すること）。 

 

（２）応募者の構成 

ア 応募者は法人格を有する民間事業者とし、複数の民間事業者の組み合せも可とします。 

  

イ １社での応募の場合、「単独企業」とします。 

  

ウ 応募者が複数の民間事業者の組み合わせの場合、「企業グループ」とします。この場合、

「代表企業」を定めることとし、代表企業以外の他の民間事業者を「構成員」とします。 

  

エ 応募者が、他の応募者として重複参加することは禁止します。 

  なお、他の応募者の代表企業又は構成員と重要な資本関係がある（他の応募者の構成員で

ある会社の議決権の２０％以上を実質的に所有している等）又は重要な人的関係がある（会

社の代表者又は役員が関係者の代表者又は役員を兼ねていることをいうが、社外取締役や監

査役は除く。）場合も重複参加に含めます。 
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（３）参加資格要件 

応募者は、次の資格要件を満たすこととします。 

ただし、企業グループでの応募の場合については、ア～シについては代表企業を含めた全ての

構成員が満たすこと、ス・セは応募者の構成員のうち代表企業が満たすこととします。 

なお、ソ～チについては、後記「（６）協力業者の決定」に記載する協力業者が満たすことで

も可としますが、その場合は、ア～コについては協力業者も満たすこととします。 

  

ア 地方自治法施行令第１６７条の４に該当する者ではないこと。 

 

イ 福岡県建設工事に係る建設業者の指名停止等措置要綱（昭和６２年６月３０日総務部長依

命通達）に基づく指名停止期間中でないこと。 

 

ウ 福岡県建設工事競争入札参加者の格付及び選定要綱（昭和５４年９月２２日総務部長依命

通達）第７条第２項の規定に基づく措置期間中でないこと。 

 

エ 県税、消費税及び地方消費税に未納がないこと。 

 

オ 法人の役員等（※）が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団員をいう。）又はその構成員（暴力的組織

の構成団体の構成員を含む。）でないこと。また、暴力団員でなくなった日から５年を経過し

ていない者がいないこと。 

※役員等とは、「法人の役員又は法人の経営に事実上参画している者」をいう。 

 

カ 法人の役員等が、福岡県暴力団排除条例（平成２１年福岡県条例第５９号）第６条に記載

する暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

 

キ 当該物件を、暴力団の事務所その他これに類するものの用に供しようとする者でないこと。 

 

ク 次のいずれかに該当する者でないこと。 

（ア）暴力団員がその経営に実質的に関与している者 

（イ）自己、自社又は第三者の不正の利益を図る目的若しくは第三者に損害を加える目的をもっ

て暴力団を利用するなどしている者 

（ウ）暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極

的に暴力団の維持運営に協力し、若しくは関与している者 

（エ）暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（オ）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 

 

ケ 前記オ～クに該当する者の依頼を受けて公募に参加しようとする者でないこと。 

 

コ 会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づく更生手続開始の申立がなされている者

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立がなされている

者でないこと（更生手続開始の決定後又は再生手続開始の決定後、手続開始決定日以降の日

を審査基準日とする経営事項審査を受けている場合を除く。） 

 

サ 本事業に関し応募者の提案する計画内容の施設建設及び事業運営に必要な資力、信用、知

識、経験及び実績を有する者であること。 
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（ア）直近の決算期末において、債務超過でないこと。 

（イ）経常損益について直近を含む３期の決算において連続の赤字でないこと。 

 

シ 事業を長期的に安定して運営できる体制、安定的、現実的な収支及び資金計画を有し、事

業の履行及び借地料の支払いについて高い確実性を有していること。 

 

ス 優先交渉権者として決定後、県及び市等の関係者との協議を行い、速やかに事業を実施で

きる（業務実績等により判断）者であること。 

 

セ 概ね過去１０年間（平成２４年４月１日以降）において、延床面積５，２００㎡以上の施設

整備事業（施設の種類、用途及び場所は問わないが、国内の案件に限る）の業務実績があるこ

と又はこれらと同等以上の能力を有していると認められること（上記期間中に、業務実績と

なり得る施設を建設中であったとしても、その後、本公募に係る応募申込受付締切日までの

間に、当該施設の建設が完了したことを証明できる実績であれば可（ＳＰＣを組成して実施

した案件についても同様））。ただし、ＪＶ（共同事業）案件の場合は、代表企業となった場

合の実績のみ可とする。 

 

ソ 設計・監理業務を行う法人は建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定に基

づく一級建築士事務所登録がなされていること。また、提案内容と同等以上の規模及び構造

の建物の設計実績がある企業が含まれていること。 

 

タ 建設業務を行う法人は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定に基

づく建築一式工事の特定建設業許可を得ていること。また、提案内容と同等以上の規模及び

構造の建物の工事実績がある企業が含まれていること。 

 

チ 新施設の賃貸・管理運営業務を行う法人は宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６

号）３条１項の規定に基づく免許を受けていること（ただし、新施設を自社使用する場合は

不要）、また、概ね過去１０年間において、施設面積が提案内容と同等以上の施設の賃貸、

管理運営の事業実績を有すること。 

   

（４）企業グループでの応募における参加資格要件 

前号の要件に加え、企業グループでの参加の場合には、下記の条件も全て満たしていることと

します。なお、応募以降の企業グループ名称の変更は、原則として不可とします。 

   

ア 公募条件に基づき、共同して行う事業提案及び事業の実施に関し、連帯して責任を負うこ

と。 

 

イ 企業グループの構成員との調整を図り、次に掲げる事項を確実に実施できる適切な代表企

業を選定すること。 

（ア）本公募における県との連絡 

（イ）優先交渉権者に決定した後の事務手続き及び協議に係る県との連絡 

   

ウ 企業グループ内においては、代表企業の出資比率が最大となるようにすること（企業グルー

プ全体の出資比率については、提案書類等において明示すること）。 

   

エ 企業グループ単位で県と基本協定を締結すること（別途、ＳＰＣを設立し事業を行う場合も

含む）。 
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オ 企業グループ単位又は別途、優先交渉権者が設立したＳＰＣにおいて、県と定期借地契約を

締結すること。 

   

（５）参加資格要件確認の基準日 

ア 参加資格要件の確認は参加申込受付時点とします。 

 

イ 参加受付から定借契約締結までの期間に、応募の条件の制限に抵触した場合は、原則として

失格とします。ただし、企業グループでの参加であり、代表企業以外の者が本制限に抵触した

場合、応募者が、県が指定する期間内に当該構成員を除外するとともに、県の事前承諾を得

て、応募及び事業実施に必要な全ての要件を満たすための手続き（出資の変更等）を行うとき

は、その限りではありません。 

 

ウ 企業グループでの参加の場合、提案書類提出後の構成員の追加・脱退・変更は、県の承諾が

ない限り原則として認めません（定借契約締結後についても同様）。また、応募申込み後、応

募者同士が合併し、同一企業グループとなることは不可とします。 

 

エ 代表企業に変更が生じる場合、原則として応募を辞退するものとします。 

ただし、基本協定締結後に、県がやむを得ないと認める理由により代表企業に変更が生じる

場合、県の承諾を得て、事業実施に必要な全ての要件を満たすための手続き（出資の変更等）

を行うときは、その限りではありません。 

   

（６）協力業者の決定 

ア 応募者は必要に応じて、「（３）参加資格要件」のソ～チを満たし、設計・監理業務、建

設業務及び新施設の賃貸・管理運営業務の全部又は一部を行う法人（以下「協力業者」とい

う。）を基本協定の締結までに決定してください。 

 

イ ある単独企業又は企業グループの協力業者となっている者は、他の「単独企業若しくは企

業グループの協力業者」又は「企業グループの代表企業若しくは構成員」となることはでき

ません。また、その場合は単独企業としての応募もできません。 

 

ウ 代表企業及び構成員は出資を行い、本事業に関する責任を負担し、場合によっては、設計、

建設、開発事業、管理業務も行いますが、協力業者は本事業に関する責任の負担まではせず

に、応募者から委託された業務の請負のみを行います。 

なお、資金調達を行う金融機関は、協力業者としては扱いません。 

  

（７）県内企業の参加 

登記簿上の本店所在地が福岡県内である企業が本事業に参加する場合、審査において得点を

付与します。なお、県内企業の参加形態により、配点は異なります（詳細は別冊「選定基準」を

参照）。 

 

（８）応募に関する費用の負担 

すべて応募者の負担とします。 
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２ 応募から提案までの流れ 

（１）本公募要項に係る資料の配布、閲覧   

本公募要項及び本公募要項に係る配布資料（別紙３参照）を以下のとおり配布します。 

    

 

  配布期間 

 

令和４年 ９月２２日(木)  ～ １２月２３日（金） 

土曜日、日曜日及び祝日を除く 

９：００～１１：３０、１３：３０～１７：００ 

    

（２）対象地（本件地）等の現地確認 

本公募期間中、原則として、本件地を自由に現地確認していただいて構いませんが、本件地内

において調査等を行う場合は、本件地を県から賃借している民間事業者（アマノマネジメントサ

ービス(株)）に、あらかじめ内容を説明し、了承を得た上で実施してください。 

また、福岡農林事務所が入居している福岡西総合庁舎についても、開庁時間内であれば、原則

として、駐車場、エントランス、廊下、トイレ、階段及びエレベーター等の共用部分については

自由に現地確認していただいて構いませんが、その際は、事務室内等には立ち入らないことと

し、県の公務遂行や他の来庁者の支障とならないよう十分に配慮してください。 

 

（３）質問書受付 

ア 本公募要項等に関する質問がある場合は、別冊２様式９「福岡高等技術専門校跡地有効活用

事業 質問書」に必要事項を記入の上、担当部署宛にＥ－ｍａｉｌで提出してください。 

 

イ 質問書は極力応募者単位（単独企業又は企業グループ）で作成し、提出してください。なお、

持参、電話、ＦＡＸ、口頭等による質問は受け付けません。 

   

受付期間 
令和４年１０月 ６日(木) ～ １３日(木) 

※受付期間最終日の受信確認分まで 

   

なお、単なる意見、要望又は本事業と直接関係ないと県が判断したもの等については、回答し

ない場合があります。また、本公募要項等、既に公開されている資料に記載されているものにつ

いては、質問自体が不要と判断されるため、該当部分を質問者に個別に提示の上、説明すること

等によって対応し、質問書を受け付けない場合があります。 

   

（４）本公募要項等に関する質疑への回答書の公表 

本公募要項等に対する質疑への回答は、「第１ ６ （３）募集スケジュール概要（予定）」

に示す期日までに県のホームページにおいて公表します。 

   

（５）応募申込及び参加資格確認申請の受付 

ア 本公募に参加を希望する者は、次の受付期間に、以下表１に示す応募書類を持参又は郵送

（配達証明を得ることができる手段）により担当部署に提出してください。 

 

イ 応募申込時点で協力業者が決定していない場合は、各種様式への記入は不要です。 

 

受付期間 

令和４年１１月１７日(木)  ～ ２４日（木） 

土曜日、日曜日及び祝日を除く 

９：００～１１：３０、１３：３０～１７：００ 
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表１ 応募書類 

応 募 書 類（各１部） 

（様式１）   応募書類確認一覧 

（様式２）   福岡高等技術専門校跡地有効活用事業 応募申込書兼参加資格確認 

申請書 

（様式３）   企業グループの構成員及び協力業者の概要 

（様式４）   委任状 

（様式５）   誓約書 

（様式６）   役員一覧（※１） 

（様式７－１） 開発事業の実績に関する調書（※２） 

（様式７－２） 参加資格要件に関する調書 

 

応 募 書 類 の 添 付 書 類（各１部）（※３） 

 １ 定款（最新のもの） 

２ 会社概要（最新のもの（例：パンフレット等）） 

３ 印鑑証明書（本公募要項の公表日以降に交付されたもの） 

４ 県税に未納のないことの証明書（福岡県の県税事務所発行） 

（県内に本店・支店・営業所等がない場合は不要） 

５ 消費税及び地方消費税に未納のないことの証明書（税務申告した税務署発行） 

６ 法人登記簿謄本（本公募要項の公表日以降に交付された現在事項全部証明書） 

７ 財務諸表（貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、株主資本等変動

計算書を直近３年分、連結決算を実施している場合は連結分も提出すること。） 

８ （様式７－１）開発事業の実績に関する調書の添付資料（※２） 

９ （様式７－２）参加資格要件に関する調書に関し、各業務の登録があること若しく

は免許を受けていることを証明する書類（写し） 

 

※１ 様式６「役員一覧」には、法人登記簿謄本に記載の就任中の役員を全て記載すること。 

※２ 様式７－１の添付書類として、企業グループでの応募の場合、代表企業分を提出するこ

と。 

※３ 様式２の添付書類として、全ての構成員分を提出すること。 

※４ ２枚以上となる様式は様式右上部に「企業グループ名＋通し番号」を記入し、また袋と

じすること。 

※５ 押印及び割印については、印鑑登録印を使用すること（企業グループの場合、割印につ

いては、代表企業のもののみで可）。 

※６ 応募申込、参加資格確認書類はＡ４用紙縦で作成するものとし、全てＡ４サイズの紙フ

ァイル（フラットファイル）に綴じて提出すること。 

※７ キャッシュ・フロー計算書について、監査人の監査を受けたものがない場合は、提出用

に作成したもので代用可とするが、その際は未監査であることを明記すること。 

※８ 各様式の取り扱い詳細は各様式下部の留意事項も参照すること。 

 

（６）参加資格確認結果の通知 

参加資格確認結果は、応募者に対して「第１ ６ （３）募集スケジュール概要（予定）」に

示す予定時期までに書面により通知します。 
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（７）応募の辞退 

応募者が辞退する場合は、後記（８）の提案書類受付期限までに、「応募辞退届（様式８）」

を提出してください。 

    

（８）提案書類の提出 

提案書類の提出については、次の受付期間中に担当部署に持参又は郵送（配達証明を得ること

ができる手段）により提出してください。 

   

受付期間 

令和４年１２月１５日(木) ～ ２３日（金）（必着） 

土曜日、日曜日及び祝日を除く 

９：００～１１：３０、１３：３０～１７：００ 

 

（９）問い合わせの対応時間帯 

本公募について、上記「（３）質問書受付」以外の一般的・事務的なお問い合わせについては、

開庁日の９：００～１１：３０、１３：３０～１７：００の時間帯に対応します。 

 

 

３  提案書類 

提出が必要な提案書類は表２のとおりです。様式集の様式に基づいて作成してください。また、

提案書類提出時には、正本１部、副本１０部（正本の写しで可）を提出することとします。 

 

表２ 提案書類 

提 案 書 類 
正本 

１部 

副本 

１０部 

（様式１１）   提案書類提出届、確認一覧 ○ ○ 

（様式１２）   本件地の借地料提案書 ○ － 

（様式１３）   提案内容の概要一覧 ○ ○ 

（様式１４－１） 事業スキーム及び土地建物の権利関係の概要 ○ ○ 

（様式１４－２） 事業リスク及び対応策に関する提案書 ○ ○ 

（様式１４－３） 事業スケジュール ○ ○ 

（様式１５）   資金需要及び資金調達計画表 ○ ○ 

（様式１６－１） 事業収支（賃貸経営収支）の前提条件 ○ ○ 

（様式１６－２） 事業収支計画表（全事業期間） ○ ○ 

（様式１７）   施設全体の計画、コンセプト ○ ○ 

（様式１８）   建物の設計、施工及び施設に関する説明 ○ ○ 

（様式１９）   施設の配置及び動線計画 ○ ○ 

（様式２０）   建物機能に関する提案書 ○ ○ 

（様式２１）   周辺地域、環境との調和に関する提案書 ○ ○ 

（様式２２）   施設の維持管理及び修繕計画 ○ ○ 

（様式２３）   県のＰＲや県政策への協力に関する提案書 ○ ○ 

（様式２４）   新福岡農林事務所に関する提案書 ○ ○ 

 （添付図面） 

・ 配 置 図（縮尺１／２５０） 
○ ○ 
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・ 各階平面図（縮尺１／２５０） 

・ 立 面 図（縮尺１／２５０、４面） 

・ 断 面 図（縮尺１／２５０、２面） 

・ 日 影 図（当時間日影、時刻日影） 

（※冬至、測定面 ＝ 平均地盤面 ＋ ４ｍ） 

・ 斜線等高さ制限チェック図（分かり易い任意の縮尺） 

（※天空率を採用する場合、チェック資料の提出が必要） 

・ 外観透視図（取付道路方面からの鳥瞰、原則２カット以内） 

・ 各階面積表（用途毎の内訳が分かるようにすること） 

 

 

４  提案書類作成要領 

（１）各様式の作成要領（共通） 

表２に示す各提案書類は、本公募要項等の内容を踏まえ、別冊の様式集に示す所定の様式、及

びページ数で簡潔に作成し、「提案書類提出届、確認一覧」（様式１１）を付けた上で提出して

ください。その他、以下の取り扱いとします。 

 

ア 提案書類（様式１２を除く）はＡ３用紙横で作成するものとし、様式１１、１３～２４を全

てＡ３サイズの紙ファイル（フラットファイル）に閉じて提出すること（リングファイル等で

の提出は不可）。 

 

イ 各様式の「企業グループ名」の欄は、企業グループで応募する場合はその企業グループ名称

を、単独企業での応募の場合はそのまま企業名をそれぞれ記入すること（企業名の秘匿は不

要）。 

 

ウ 提案書類（様式１２を除く）各様式で２枚目以降を作成する場合は、様式右上部及び左下部

の企業グループ名の欄に「企業グループ名＋通し番号」を記載すること（例：「◯◯グループ

②」）。 

 

エ 提案書類（様式１２）は、Ａ４用紙縦で作成するものとし、封筒に封入して１部のみ提出す

ること。 

 

オ 提案書類は全て片面印刷とし、分かりやすくするために、適宜、インデックスの貼付や中表

紙を合わせて綴じ込むこと等は差し支えないこと。 

 

カ その他書類作成に当たっては、各様式の「留意事項」を参照すること。 

 

（２）添付図面の取り扱い 

ア 製図に関係する日本産業規格に従うこと 

 

イ 右下に図面名称を記載し、通し番号を付すこと 

 

ウ 原則として、Ａ３用紙横で作成すること 

 

エ 添付図面への表紙等の装丁は任意とするが、サイズはＡ３に統一すること 
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（３）提案書類データの提出 

提案書類のデータ（ＰＤＦ形式を原則とするが、ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔの使用も可とし、様

式１６－１及び１６－２については、ＰＤＦ形式とは別にＥｘｃｅｌ形式のものも含めるこ

と）をＣＤ－Ｒに保存の上、提出してください（データ容量が多い場合、分割も可とします

が、ＤＶＤは使用不可）。また、ＣＤ－Ｒ及び収納ケースには、「福岡高等技術専門校跡地有

効活用事業 提案書類」の文字、応募者名（企業グループ名）及び提出年月日を記載してくだ

さい。 

 

（４）提案書類の変更の禁止 

審査に影響を与えない範囲での軽微な変更（誤字、脱字の修正等）以外は、原則として認めま

せん。 

 

（５）提案書類の著作権 

提案書類の著作権は、応募者に帰属します。 

ただし、応募された提案については、応募者に公表可能な範囲・内容等を事前に確認の上、そ

の概要を公表することがあります。 

なお、提案書類は返却しません。 

 

（６）使用言語及び単位 

ア 提案書類、質問等の言語は日本語とし、通貨は円を単位とします。 

 

イ 文字の種類はフォントを１０．５ｐｔ以上（設計図面中の文字は除く）、ＭＳ明朝、ＭＳゴ

シック体を基本としますが、強調したい場合等、見やすい体裁であれば必要に応じて別フォ

ントを使用することも可とします。 

 

ウ 長さ及び距離、面積の単位はメートル法とします。なお適宜「坪」等の表記を入れることは

差し支えありません。 
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第３ 事業実施条件について 

 

１ 土地の貸付条件 

   

（１）土地の貸付を受ける者 

本件地の貸付を受ける者は、以下のいずれかとします。 

 

ア 事業予定者 

※企業グループである場合は、グループ単位（代表企業及び構成員全員）で貸し付けを受ける

ものとし、グループで連帯して責任及び債務を負うものとする。 

 

イ 優先交渉権者が設立し、応募事業者が実質的な事業の決定権を有する特別目的会社（「第２ 

１ （１）基本的要件」に掲げるＳＰＣ） 

 

（２）定期借地契約の締結 

前号の土地の貸付を受ける者は、基本協定（「第５ １（１）基本協定の締結」参照）締結後、

県との協議を経て、県と定借契約（配布資料３「定期借地権設定契約書（案）」参照）を締結す

るものとします。この際、事業者の負担において、公正証書の作成及び賃借権の登記を行うもの

とします。 

 

（３）定期借地権の設定期間等 

定期借地権の設定期間の開始日から、「５０～７０年間」（提案事項）とします。 

この期間には、新施設の建設に要する期間及び新施設の解体・撤去期間を含むものとします。 

なお、中途解約オプションの設定は想定しておらず、設定期間中の新施設の増改築や、期間満

了後の再契約を希望する場合は、その都度、個別に県と協議を行うものとします。 

 

（４）定期借地権の設定範囲 

本件地全体（面積：３，３００．００㎡）とします。 

 

（５）本件地に係る土地権原の取得、借地権の種類  

ア 事業者は前記（２）の定借契約の締結により、県から本件地について貸付を受け、県に対し

て下記の借地料を支払うものとします。 

 

イ 県からの土地の貸付は、借地借家法第２２条に規定された一般定期借地権によるものとし

ます。 

 

ウ 定借契約の締結に当たっては、公正証書を作成し、賃借権の登記を行うことを必須条件とし

ます。なお、地上権の設定は認めません。 

 

（６）本件地の借地料 

ア 借地料（年額）は、事業者の提案に基づき契約において定める金額です。 

本件地の借地料（千円／年）については、不動産鑑定士による鑑定評価に基づき、県におい

てあらかじめ下記のとおり定めた最低価額以上の金額で提案するものとします。 

なお、事業収支の計画を立案する際は、提案した借地料を用いて収支計算を行ってくださ

い。また、権利金（借地料の前払い的性格を有する一時金）の支払いはありません。 
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イ 借地料は、定期借地権の設定期間の開始日から発生し、設定期間を通して支払うものとし、

設定期間の終了日をもって支払いが終了するものとします。また、契約初年及び最終年につい

ては、年額借地料を日割り計算するものとします。なお、新築工事期間中及び新施設の解体・

撤去期間中であっても、借地料の減額は不可とします。 

 

ウ 事業者は、借地料を県が指定した方法で指定する期日までに支払うものとします。具体的な

支払方法は、優先交渉権者決定後に県と協議を行い、決定します。 

 

エ 初回の定借契約における借地料は、応募者の提案金額で設定するものとし、定借契約締結

後３年毎に以下の算定方式により改定するものとします（この改定の結果、借地料が上記の

最低価額を下回ることはあり得ます。）。 

 

（算定方式） 

 

改定借地料  ＝  従前の借地料  ×  路線価変動率 

 

※路線価変動率 ＝ 借地料改定時に判明している最新の路線価 

÷ 契約時又は従前の借地料改定時に判明している最新の路線価 

（本件地北側の前面道路（市道水谷千早線）の相続税路線価） 

 

（改定のタイミング） 

    （ア）契約～初回賃料改定 

      定期借地権存続期間の開始日を含む年度の４月１日から３年後の４月１日とする。 

    （イ）２回目以降の改定 

      前回改定時から３年を経過した４月１日とする。 

   

オ 前項にかかわらず、新施設の経年劣化等以外の通常想定し得ない各種経済変動が生じ、県

がやむを得ないものと認めたとき又は借地料が近傍類似地の地代等に比較して著しく不相当

となったと県が認めたときなど、事業の継続に重大な影響が発生するような事態が発生した

場合は、その都度、双方が協議の上、借地料の改定ができることとします。 

 

（７）契約保証金 

契約締結時の借地料の「３年分」とします（減額不可）。 

 

事業者は、契約締結日までに契約保証金全額を一括して現金で支払うものとします（企業グル

ープでの応募の場合は、代表企業が全額を一括支払）。契約保証金は、契約期間が満了し、又は

契約が解除されたとき、本件地の原状回復を確認後、事業者の請求に基づき利子を付さずに返還

します。 

ただし、事業者の責めに帰すべき事由により契約が解除された場合は、契約保証金は県に帰属

し、事業者は契約保証金返還請求権を失います。 

なお、契約保証金に代わる担保として債券等を納付又は提供することや、履行保証保険の付保

による免除等は認めません。 

    

 

本件地の借地料最低価額  ３２，６００千円／年 
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（８）定期借地権及び借地権付建物の譲渡 

ア 例えば、下記のような定期借地権の譲渡は認めません。 

・マンション分譲等、不特定又は多数の者に対して定期借地権を分割して譲渡・転貸 

・使用貸借であっても、事実上の転貸に類似し、本件地上で不特定又は多数の者による占有が

発生する状況となるような土地利用形態 

     

イ 以下の全てに該当することを条件として、県は定期借地権及び借地権付の提案新施設建物

（以下、借地権付建物とします）のＳＰＣへの譲渡、ＳＰＣによる事業実施を認めることとし

ます。 

・定期借地権及び借地権付建物の譲渡先となるＳＰＣが、「第２ １（１）基本的要件」及び

上記「１ （１）土地の貸付を受ける者」に記載された条件を満たすこと 

・県に対してあらかじめ提示した内容に基づき、応募事業者がその実質的な支配権及び決定

権を有するＳＰＣに対する定期借地権及び借地権付建物の譲渡であり、かつそのスキーム

（GK-TK 等）も含め、県が譲渡先の事業者としての適格性や事業の安定性及び実現性につい

て総合的に勘案し、支障がないと判断すること 

・ＳＰＣへの譲渡を行った場合でも、本事業における権利義務、県に対する事業者の窓口が分

散しないこと、また応募事業者が継続して事業に関与すること 

     

ウ 上記イに関わらず、同一企業グループに属する代表企業又は構成員間で定期借地権の持分

を譲渡する場合は、「第２ １応募の条件」に記載の条件を満たすことを前提に、県は原則と

して承諾するものとします。（持分の譲渡に関する県の承諾については、譲渡承諾料は不要） 

   

エ 応募事業者がＳＰＣに対して定期借地権を譲渡する際に、県と応募事業者との間に特段の

取り決めがない場合、本公募の提案内容及び定借契約等の内容において、応募事業者が有して

いた権利・義務は、譲受者に引き継がれるものとします。 

     

（９）新施設の第三者への賃貸時の注意事項 

事業者は、新施設を第三者へ賃貸するにあたり、以下のことを遵守することとします。 

  

ア 事業者と建物賃借人（県を除く）の建物賃貸借契約は定期建物賃貸借とし、借地借家法第３

８条第１項の規定に従い、契約の更新がないこととする旨を定めること。 

   

イ 建物賃貸借契約の締結に先立ち、建物の賃借人に対し、借地借家法第３８条第２項の規定に

よる説明を行うこと。 

   

ウ 定期建物賃貸借契約の期間が、県と事業者の間で締結する本件地の定借契約の期間を超え

ないこと。 

   

エ 上記ア・イに関わらず、県と事業者の間で締結する本件地の定借契約の内容が担保されると

認められる場合は、普通借家契約に借地借家法第３９条に基づく特約を追記する契約を事業

者と第三者の間で締結することも可とします。 

 

（１０）引渡し 

土地の引き渡しは、県への契約保証金の入金確認及び定借契約締結後に行うこととします。 

 

（１１）土地の管理  

定借契約期間中、下記に掲げる事項について、事業者において厳重に管理するとともに、問題
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が発生した際には、直ちに県に連絡することとします。 

 

ア 本件地の隣地地権者との境界に係る越境等（隣地との境界は全て確定済み） 

 

イ 本件地内及び周辺における天災、地盤沈下、地下埋設物の発見、不法投棄等 

 

ウ その他、本件地の管理及び本件地上の施設運営に重大な影響を及ぼすもの 

 

（１２）新施設の解体・撤去及び本件地の返還 

事業者は、定借契約が解除されたとき又は契約期間の満了までに、新施設（地下部分を含む本

件地上の施設全て）を自己負担で解体・撤去の上、本件地を更地（地上・地下を含めた全ての建

築物・工作物等の定着物や建材ゴミ等が完全に撤去され、整地作業が実施された状態の土地）の

状態にして、速やかに県に返還しなければなりません。 

 

（１３）新施設の買取請求 

県に対して、契約期間満了時に新施設の買取を請求することはできません。 

 

（１４）権利の設定 

契約期間満了時に本件地の返還を確実とするため、借地借家法第２２条の規定に基づき、公正

証書により一般定期借地権の設定及び賃借権の登記を行います。また、事業者による新施設の表

題及び保存登記、抵当権設定登記は可とします。なお、権利の設定に係る費用はすべて事業者の

負担とします。 

 

（１５）新施設の維持管理・運営・事業運営状況の報告 

事業者は、新施設の維持管理・運営を行い、また、毎年１回以上及びその他県が必要と認める

ときは、事業運営状況についての報告を行うこととします。なお、新施設の所有は、事業者によ

るものとします。 

 

 

２  施設計画及び施設整備の条件 

本事業の施設計画及び施設整備については基本的に自由な提案を募集しますが、下記の条件を

遵守してください。 

 

（１）土地利用・用途・事業内容等の制限 

都市計画法、建築基準法や地区計画その他の公法規制を遵守した施設計画及び施設整備の内

容としてください。なお、本件地においては、以下に示す土地利用・施設用途・事業内容の施設

計画及び施設整備は禁止します。 

 

ア 騒音・振動・塵埃・視覚的不快感・悪臭・電磁波・危険物等を発生又は使用する等周囲に迷

惑を及ぼすおそれのあること 

 

イ 風俗営業又はそれに類すること、犯罪に関わる又は助長すること、深夜営業を主とするこ

と、公序良俗に反すること、その他新施設や街区の品位や価値を損なうこと 

 

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第５号

に規定する指定暴力団等の活動の用に供すること 
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エ 土壌汚染を発生させるおそれのあること 

 

オ 法令に違反する用に供すること 

 

カ その他県が不適当と認めること（個別に判断） 

 

（２）新施設の譲渡について 

新施設の譲渡は、「第３ １（８）定期借地権及び借地権付建物の譲渡」に記載の内容で県が

承諾した場合を除き、原則として認めません（区分所有の場合についても同様）。ただし、金融

機関等による新施設への担保権設定は可とします。 

 

（３）新施設のネーミング 

具体的な施設名称については、優先交渉権者決定後に県との協議により決定することとしま

すが、新施設名称案の提案を妨げるものではありません。 

また、新施設名称に「福岡」又は「千早」等の名称を入れる必要はありませんが、そのような

名称を入れることは差し支えありません。 

なお、施設名称に係る命名権（ネーミングライツ）の設定は認めません。 

 

（４）新施設における賃借について 

新施設において、新福岡農林事務所として使用するスペース及び駐車場（自走式）を県が、新

千早公民館等として使用するスペース及び駐車場（自走式）を市が、それぞれ賃借します。 

その具体的な仕様、条件を「３ 新福岡農林事務所の公募条件について」及び「４ 新千早公

民館等の公募条件について」を参照して提案してください。その後、県と事業者及び市と事業者

とで十分な協議を行い、建物賃貸借契約を締結することとします。 

 

（５）埋蔵文化財について 

本件地は周知の埋蔵文化財包蔵地に該当していませんが、工事の実施に当たっては、福岡市教

育委員会と事前に協議・確認してください。もし、埋蔵文化財が存在することが判明した場合の

取り扱いについては、別途、県と協議することとします。 

 

（６）施設整備における良好な環境の確保及び地域との調和 

ア 「福岡市建築物環境配慮に関する指導要綱」に基づく建築物環境配慮指針により良好な環境

の確保に努めてください。 

 

イ 日影や周辺の景観及び環境に十分配慮するとともに、都市計画法、建築基準法や地区計画等

の公法規制の内容にも留意の上、周辺環境との調和がとれた計画としてください。 

 

ウ 優先交渉権者決定後において施設の設計、開発にあたり必要となる、本件地近隣の関係者、

また市等との具体的な協議については、それぞれ各事業者において行うものとします。 

 

エ 「福岡県安全安心まちづくり条例」（平成１９年福岡県条例第７０号）、「福岡県美しいま

ちづくり条例」（平成１２年福岡県条例第６６号）、各種景観計画、景観形成指針及び市の都

市景観条例等に適合した計画としてください。 

 

オ 新施設について、外観設計やテナントの業種・業態の選定に際しては、公用施設（県事務所）

や公共施設（市公民館）が入居することに十分配慮して行ってください（雑居ビルの様な雑多

な外観等は不適切）。 
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カ 車両の出入りについては、交通規制及び交通実態に配慮した計画としてください。 

 

（７）高齢者、身体障がい者等へ配慮した環境の整備 

新施設については、以下の環境を整備してください。 

ア 共用の男性用トイレ及び女性用トイレのそれぞれに、身体障がい者用トイレ（車椅子使用者

が利用できる広さや手すりなどを備えたトイレ）を県の賃借スペースが配置される階層以外

に、少なくとも１か所以上、設置してください。ただし、提案内容によっては、県と協議する

ことも可能とします。 

 

イ 共用の多目的（多機能）トイレ（車椅子使用者が利用できる広さや手すりなどに加えて、オ

ストメイト対応の設備、おむつ替えシート、ベビーチェアなどを備えることで、障がい者、高

齢者、子ども連れなどの多様な人が利用可能な個室のトイレ）については、十分な設置数を確

保するとともに、可能な限り、男性用トイレ及び女性用トイレから均等な位置に配置してくだ

さい。 

 

ウ 身体障がい者用トイレ及び多目的トイレについては、視覚障がいの方への対応のため、自動

水栓を原則とするとともに、レイアウト、設備やボタンの配置等については、「ＪＩＳ Ｓ 

００２６：２００７ 高齢者・障がい者配慮設計指針－公共トイレにおける便房内操作部の形

状、色、配置及び器具の配置」に準拠してください。 

 

エ 各トイレについては、照明は人感センサー感知式、洗面台は自動水栓を原則としてくださ

い。 

 

オ 授乳室については、外来者等が利用可能とし、屋内の共用部分に少なくとも１か所以上設置

してください。 

 

カ 階段（非常階段含む）やスロープ部分については、両側に手すりを設置し、スリップ防止策

を十分に講じてください。 

 

キ 非常階段については、補装具使用者や要避難支援者も使用することを前提とした幅員を確

保してください。 

 

ク 災害発生時の周知については、音声案内や非常用ランプ等により、新施設内（トイレや倉庫

等も含む）のすべての視覚障がい・聴覚障がいの方にも災害発生が速やかに伝わるよう、十分

に配慮してください。 

 

ケ 新施設の出入口・廊下・通路等については、車椅子使用者が容易に方向転換・転回・離合等

が可能な幅員や動線を確保するなど、バリアフリーに十分配慮してください。 

 

コ 新施設の屋外部分については、タイルを使用する場合、スリップ防止機能を備えたものを使

用するなど、通行者のスリップ・転倒防止に十分配慮するとともに、外灯を設置するなどによ

り、夜間でも通行に十分な明るさを確保してください。 

 

サ エレベーターについては、視覚障がいの方への対応のため、到着階、ドアの開閉及び昇降方

向等を音声案内する機能及び点字表示などの手触りで階数を認識できる仕様を備えてくださ

い（特に、到着時の音声案内については、到着階を先に案内し、次にドアの開閉を案内する等

の配慮をすること）。 
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シ 給湯室については、廊下からの段差がないバリアフリー構造とし、濡れても滑りにくい材

質、車椅子使用者にも配慮した流し台、少ない握力でも使用可能な蛇口及び人感センサー感知

式の照明を備えてください。 

 

ス 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平成１８年法律第９１号）及

び「福岡市福祉のまちづくり条例」（平成１０年福岡市条例第９号）に定める「誘導基準」に

適合させてください。 

 

（８）受動喫煙の防止措置 

新施設の屋外部分に、共用の喫煙場所を事業者の負担により設置し、受動喫煙を防止するため

に必要な措置をとってください。喫煙場所の設置に当たっては、「健康増進法」（平成１４年８

月２日法律第１０３号）を遵守し、同法の基準に合致した仕様で整備してください。 

 

（９）県産木材の利用及び内装等の木質化の促進 

「福岡県内の公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針」を踏まえ、木造・木質化

及び備品等における木材の利用に努めてください。木材利用の検討に当たっては、ＣＬＴ（Cross 

Laminated Timber（直交集成板）の略。板の層を各層で互いに直交するよう積層接着した厚型パ

ネルをいう。）や木質耐火部材等の新たな木質部材の活用についても検討してください。 

また、可能な限り県産木材の使用に努めてください。特に、スギ・ヒノキについては、原則と

して県産木材を利用することとし、緑化を目的として樹木を植栽する場合は、原則として県内で

育成された県産緑化木を使用してください。 

なお、県産木材であることを示すため、「福岡県産木材供給体制推進協議会」（事務局：（一

社）福岡県木材組合連合会 ０９２－７１４－２０６１）の県産木材認証事業体又は福岡県産木

材供給連絡協議会（事務局：福岡県森林組合連合会 ０９２－７２１－２１７１）が発行する証

明書の写しを、後日、県に提出してください。 

 

（１０）認定リサイクル製品の優先使用 

   「福岡県リサイクル製品認定制度」及び「福岡県県産リサイクル製品認定制度」において認定

された認定リサイクル製品について、可能な限り積極的な使用に努めてください。 

 

（１１）「食べもの余らせん隊」への登録 

新施設に飲食店、宿泊施設又は食料品小売店を設置する場合、｢福岡県食品ロス削減県民運

動協力店｣（通称：「食べもの余らせん隊」）への登録を義務付けることとします。 

 

（１２）地球温暖化対策及び環境保全に配慮した省エネルギー対策 

「福岡県地球温暖化対策実行計画」及び「福岡県環境保全実行計画」を踏まえ、地球温暖化対

策や環境保全に十分に配慮した省エネルギー対策を実施するように努めてください。 

 

（１３）新型コロナウィルス感染症等の予防等に配慮した感染症対策 

各関連法令等及び公的機関から発出されている通知や基準等を踏まえ、新型コロナウィルス

感染症をはじめとする各種感染症の予防等に十分に配慮した感染症対策を実施してください。 

（１４）その他 

現在の福岡西総合庁舎に設置されている掲揚台や外壁上の懸垂幕掲示用のレール等の設備

については、新施設では不要です。 

また、本公募要項に記載されていない事項については、国土交通省大臣官房官庁営繕部（建

設大臣官房官庁営繕部）が制定又は監修した各種基準等（「公共建築工事標準仕様書」等）に

よることとします。 
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３ 新福岡農林事務所の公募条件について 

（１）概要 

ア 県が賃借するスペース 

県は、新施設において、下記（３）福岡農林事務所の事務所スペース及び（４）駐車場スペ

ース（自走式）を賃借します。 

なお、新施設において福岡農林事務所の事務所スペースを配置する階層は、２階以上の低層

階（建設計画上、困難な場合や、特に望ましい理由や根拠がある場合等はこの限りではないが、

必ず連続した階層に配置）とし、他の施設等とはエリア及び動線を分離するものとします。 

 

イ 新施設への移転 

新施設の完成後、内装工事等が完了次第、福岡農林事務所は、新施設に移転する予定であり、

現在使用中の什器類や保管中の書類等は、原則としてすべて移転対象とすることを想定してい

ます。 

なお、これらの移転に係る具体的な時期等の詳細については、県と十分に協議した上で決定

するものとし、福岡農林事務所に係る移転の手配全般（県側の指示・監督に基づく荷物の梱包・

開梱、指定場所への収納・整理作業及び梱包材の回収・清掃等を含む）については、すべて事

業者の負担により実施してください。 

  

 ウ その他 

    現時点において、移転に伴って福岡農林事務所の業務内容及び開庁時間等を変更する予定は

ありません。 

また、ここに記載がない事項について定める必要が生じたとき、又はここに定める事項につ

いて疑義が生じたときは、必要に応じて県と十分協議の上、県の指示に基づいて対応してくだ

さい。 

 

（２）入居にあたっての賃料の提案及び敷金・保証金等の取り扱いについて 

ア 新福岡農林事務所の賃借料及び契約期間 

新福岡農林事務所の初回の賃借料については、原則として以下の金額とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、新福岡農林事務所の賃借料については、上記総額により当初の契約額を設定した上

で、原則として、「第３ １ (６)本件地の借地料」のエに掲げる「路線価変動率」及び「改

定のタイミング」に準じて改定することとします。 

また、賃貸借契約の終期については特に定めていませんが、基本的に定借契約期間の満了ま

で賃貸借契約が継続することを前提として計画してください。その他、契約形態（普通借家・

定期借家）等の詳細な賃貸借の条件については、優先交渉権者決定後に県と協議の上、決定す

ることとします。 

 

◯新福岡農林事務所の消費税及び地方消費税・共益費込賃料総額 

「５０，５３９千円／年」（予定）  

【内訳】 

 ・事務所：１．８千円／㎡・月 × ２，０４４．７６㎡ × １２月 ＝ ４４，１６７千円 

 ・駐車場：  ９千円／台・月 ×    ５９台    × １２月 ＝  ６，３７２千円 

 

※事業者が提案、設計する新施設における新しい県事務所等の面積が、下記（３）ア及び（４）アの

合計より増加する場合でも、消費税・共益費込賃料総額は、原則として上記の金額とすること。 

※消費税及び地方消費税の税率については、賃借契約時・改定時の最新の税率を採用すること。 
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イ その他の費用 

新福岡農林事務所の賃借について、消費税及び地方消費税・共益費込賃料、県賃借部分の清

掃費用及び光熱水費用は県が負担しますが、それ以外の敷金・保証金や手数料等は負担しませ

ん。 

また、県が排出するごみの処理費用については、共益費に含まれるものとします。 

なお、原則として、修繕費については事業者負担とし、県の賃借部分における職員又は県事

務所への来庁者の過失に起因する修繕費は県又は来庁者が負担します。 

 

（３）新福岡農林事務所用の事務所スペースの仕様及び条件 

ア 必要賃借面積 

２，０４４．７６㎡（以上）（共用通路、トイレ及び給湯室等の共用部分は除外） 

 

イ 主な仕様と配置条件等 

各室と面積 主な仕様と配置条件等 

○所長室 

（５５㎡程度） 

※所長及び副所長 

が執務 

・応接用にも使用することがあるため、事業者の負担により、一

般的なオフィス仕様をベースとし、応接室としても使用可能な

仕様・内装を整備 

・総務課に隣接して配置すること 

○事務室（執務室） 

（合計９０４㎡程度） 

※内訳 

・総務課 

  １１２．５㎡程度 

・農山村振興課 

  １１３．５㎡程度 

・農業振興課 

  １３０㎡程度 

・林業振興課 

  １３１㎡程度 

・森林土木課 

  １５７．５㎡程度 

・農村整備第一課 

  １２７．５㎡程度 

・農村整備第二課 

  １３２㎡程度 

・複数の階層に配置する場合は、総務課、農山村振興課、農業

振興課、林業振興課、森林土木課については上層側の階層

に、農村整備課（第一～二課）については下層側の階層に、

それぞれ配置すること（例：新施設の２～３階に配置する場

合、総務課等を３階、農村整備課を２階に配置）とし、現状の

各課係の配置・レイアウト等を参考とすること 

・約９０名が勤務予定であり、年間延べ数千人規模の来所者に

対応するため、事業者の負担により、窓口スペース（受付カ

ウンター等を設置）、待合スペース（来所者用ベンチ、案内サ

イン及び記載台等を設置）等を整備 

・総務課に設置している耐火金庫１台（※）を移設する予定 

※耐火金庫 

サイズ：縦６０ｃｍ × 横５６ｃｍ × 高さ１００ｃｍ 

○会議室 

（合計３３５㎡程度） 

※内訳 

・大会議室 

  １８０㎡程度×１室 

 ・中会議室 

   ９５㎡程度×１室 

 ・小会議室 

   ３０㎡程度×２室 

・大会議室の入口は３か所以上とし、３分割しての使用を可

能とするため、可動式パーテーションを事業者の負担に

より設置 

・中会議室の入口は２か所以上とし、２分割しての使用を可

能とするため、可動式パーテーションを事業者の負担に

より設置 

・大会議室及び中会議室には、スクリーン（天井吊下げ式）、

ホワイトボード（壁面収納式）及び音響設備（マイク３本

以上を含む）を事業者の負担により設置 

○入札室 

（５４㎡程度） 

・仕様・内装は、小会議室と同等で可 

・EV 付近等、県職員が外来者を容易に案内可能な位置に配置 
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○コピー室 

（合計１５㎡程度） 

・仕様・内装は、小会議室と同等で可 

･事務室の配置階層毎に配置 

・大量の印刷を行うため、防音仕様とする等、周囲への騒音等

に配慮が必要 

○倉庫 

（合計３３０㎡程度） 

･事務室の配置階層毎に１室以上配置 

・事務室に隣接して配置（特に、必ず１室は総務課に隣接） 

・書類や庶務物品（文房具、各種消耗品等）を保管 

・事業者の負担により、壁面固定の収納棚を設置するとともに、

書庫部分については可動式書架を設置（積載荷重に留意） 

○器材庫 

（１２８㎡程度） 

・測定用具及び作業用具等を保管 

・事業者の負担により、壁面固定の収納棚を設置 

・公用車への器材の積み下ろし作業等があるため、公用車駐

車場の付近に配置する等、動線や運用に配慮が必要 

○焼付室 

（１８㎡程度） 

・現在使用中の図面出力用の大型プリンターを、事業者の負担

により移設 

○災害用室 

（２３㎡程度） 

・災害発生時の待機場所・仮眠室等として使用 

・事業者の負担により、畳を敷設 

○休養室 

（男・女各６㎡程度） 

・現在使用中のベッド等の備品を、事業者の負担により移設 

・県が賃借するスペース内に、男女１室ずつ設置 

○休憩室 

（男・女各２３㎡程度） 

・事業者の負担により、それぞれ畳を敷設 

・県が賃借するスペース内に、男女１室ずつ設置 

○更衣室 

（合計１０９㎡程度） 

※内訳 

・総務課 

   ８㎡程度 

・農山村振興課 

  １０㎡程度 

・農業振興課 

  １２㎡程度 

・林業振興課 

  １６．５㎡程度 

・森林土木課 

  １７．５㎡程度 

・農村整備第一課 

  １３㎡程度 

・農村整備第二課 

  １４㎡程度 

・女子更衣室 

  １８㎡程度 

・現在使用中のロッカー等の備品を、事業者の負担により移設 

○シャワー室（脱衣所含む） 

（男・女各８㎡程度） 

・事業者の負担により、男女それぞれに脱衣所を併設 

・県が賃借するスペース内に、男女１室ずつ設置 

 

ウ 新福岡農林事務所の設計・提案・施工等 

災害発生時に災害対策地方本部が設置されるなど、防災拠点として利用されることがあるこ

と等を踏まえ、重要度係数１．２５以上の耐震性を確保し、停電時には、非常用発電機から電
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源を確保できるようにしてください。非常用発電機は、１００kVA 以上で７２時間は外部から

の供給なしに連続稼働できるよう、あらかじめ燃料等を備蓄しておくこととし、災害時にも確

実に稼働させるため、浸水想定深より上部への設置や転倒防止の措置など、非常用電源に対す

る浸水や揺れに備えた対策を図ることとしてください。 

新福岡農林事務所のレイアウト等に係る詳細な条件については、優先交渉権者決定後に協議

を行って決定しますが、動線・配席レイアウト案の設計・提案及びすべての内装工事（県の要望に

応じた壁面収納等の設置やキャビネット等の転倒防止用の耐震補強措置等を含む）の施工等につい

ては、県と十分に協議した上で、すべて事業者の負担により実施してください。 

また、休日や夜間など、新福岡農林事務所の開所時間以外の時間においても、職員の入退室

が可能な動線を確保してください（この場合、開所時間と異なる動線となることも可）。さら

に、将来的なレイアウト変更にも柔軟に対応できる計画としてください。 

 

エ 福岡県防災・行政情報通信ネットワークの設置 

「福岡県防災・行政情報通信ネットワーク」の関連機器を新福岡農林事務所内及び新施設の

屋上等に設置する予定としているため、配布資料（別紙３参照）の内容を踏まえた上で、その

ためのスペースを確保し、機器設置や保守点検等のために、事業者が出入りすることを可能と

してください。 

なお、アンテナ等の設置レイアウトや配線等に係る詳細な条件については、優先交渉権者決

定後に協議を行って決定しますが、関連機器の調達、電波状況等の調査、設計、施工及び維持

管理・運営等については、すべて県の負担により行うものとします。ただし、県は、機器設置

や保守点検等のために必要となるスペースに係る賃借料については負担しません。 

 

オ 福岡県共用ネットワークの利用 

新福岡農林事務所では、(株)ＱＴｎｅｔ「Ｇ－ＬＡＮ」、ＮＴＴ西日本(株)「フレッツ光」

の回線を用いる福岡県共用ネットワークの利用を予定しているため、新施設の設計にあたって

は、県と協議を行う必要があります。 

なお、詳細については、優先交渉権者決定後に協議を行うこととしますが、これらネットワ

ーク関連のテナント工事については、原則として県の負担において実施します。 

また、事業者の負担において以下の条件を遵守してください。 

・新事務所部分については、ＯＡフロア（フリーアクセスフロア）とすること。 

・屋外から県賃借部分まで、通信事業者の光ケーブルが敷設できるスペース（例：内径２２

ｍｍ以上の配管、ダクト等）が確保されていること。 

・新福岡農林事務所賃借部分まで、ＬＡＮケーブルが複数（５本程度）敷設できるスペース

（例：内径２２ｍｍ以上の配管、ダクト等）が確保されていること。 

・新福岡農林事務所賃借部分内において、県が設置するネットワーク機器のための専用回路

（専用ブレーカ（例：２０Ａトリップの配線用遮断器等））を設けること（県が設置する

ネットワーク機器専用回路は、非常用発電機から電源を取ること）。 

・無線ＬＡＮ環境の構築にも対応可能であること。 

 

カ 県専用放送設備の設置 

    県が賃借するスペース内のみでの放送が可能な放送設備（始業・終業時間等を告知するため

のタイマー制御によるチャイム放送機能を搭載）を、事業者の負担により設置してください。 

 

キ 内装・設備等の維持管理や修繕・更新 

    新施設について、敷地や建物に付随し、一体不可分な内装・設備については、すべて事業者

の所有であり、将来的な維持管理や修繕・更新も事業者の負担となります。 

ただし、県の賃借部分内における、建物に付随せず、分離可能な内装・設備や消耗品等につ
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いては、将来的な維持管理や修繕・更新及びレイアウト変更等は原則として県が負担します。 

 

（４）駐車場スペースの仕様及び条件 

ア 必要台数 

５９台 

   【内訳】 

    〇 公用車用    ：２６台（鍵付きシャッターを備えた車庫を整備） 

    〇 県職員用    ：１４台（県職員の通勤や公務出張用等） 

    〇 外来者用    ：１７台（外来者用であることを明示する看板・標識等を設置） 

    〇 身体障がい者用 ： ２台（新施設入口までの屋根を設置） 

 

将来的に、県の必要台数が減少する可能性はありますが、空いたスペースの転用について

は、その都度、県と協議してください。 

 

イ 公用車等用の駐車スペースにおける屋根等の設置 

県の公用車用及び身体障がい者用の駐車スペースについては、事業者の負担により屋根を設

置してください（地下駐車場・立体駐車場・ピロティ形式等で対応しても可）。 

また、県の公用車用の駐車スペースについては、外部からの侵入防止のために、事業者の負

担により鍵付きのシャッターを備えた車庫を整備してください。外来者用の駐車場について

は、その旨を明示する看板・標識等を複数設置してください。 

 

ウ その他の条件 

県又は市が賃借する駐車場スペースについては、完全な自走式（機械式は不可）とします

が、それ以外の駐車場スペースについては、機械式で提案しても差し支えありません。 

また、県が使用しない日時（例：夜間や閉庁日等）においても、時間貸駐車場としての他者

への貸出や一般開放等は実施しない前提で計画してください。 

なお、ここに記載がない事項については、優先交渉権者決定後に県と協議の上、決定するこ

ととします。 

 

（５）その他の仕様及び条件 

ア ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の設置 

新施設の屋内共用部分の視認性が良い場所（エントランスホール等）に、１台以上のＡＥＤ

を事業者の負担により設置してください。 

 

イ 給湯室の設置 

新施設において、県の賃借スペースが配置される階層については、給湯機能、給排水機能（洗

い場）及び熱源機能等を備えた給湯室を、各階の共用部分に少なくとも１か所以上、事業者の

負担により設置してください。 

 

  ウ 身体障がい者用トイレ及び多目的トイレの設置 

    新施設において、県の賃借スペースが配置される階層については、共用の男性用トイレ及び 

女性用トイレのそれぞれに、身体障がい者用トイレ（車椅子使用者が利用できる広さや手すり 

などを備えたトイレ）を少なくとも１か所以上、設置してください。 

    

エ 新施設におけるサイン計画 

新福岡農林事務所の出入口には、事務所の名称及び各課係の業務案内を表示してください

（表示内容については、現在の施設における表示内容を参考）。 
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また、各室に室名札を設置するなど、利用者に対して分かりやすく表示するとともに、将来

的な室名の変更などにも柔軟かつ迅速に対応できるサイン計画としてください。 

オ 県専用掲示板等の設置 

新施設の屋外部分（歩道の通行人から視認しやすい位置）に、施錠可能な県専用掲示板及び

施錠可能な県専用収受箱（それぞれ現状のサイズ・仕様と同等程度のもの）を、事業者の負担

により設置してください。 

 

カ 公用車専用の洗車スペース及び屋根の設置 

新施設内又は敷地内に、公用車を洗車するための水栓、排水機能、高圧洗浄機及び屋根を備

えた洗車スペースを、事業者の負担により１か所以上設置してください。 

また、洗車時の水飛沫等が、通行人にかからないよう配慮してください。 

 

キ 駐輪場・バイク置場及び屋根の設置 

新施設に、屋根を備えた駐輪場・バイク置場を設置してください。 

なお、台数の指定は特にありませんが、福岡西総合庁舎における現状のスペース（約３３㎡）

と同等以上のスペースを確保してください。 

 

なお、県は、共用部分に係る整備費、賃借料及び維持・管理費（光熱水費含む）等については、

原則として負担しません。 

 

 

４ 新千早公民館等の公募条件について 

（１）概要 

ア 市が賃借するスペース 

市は、新施設において、下記（３）千早公民館・老人いこいの家スペース及び（４）駐車場

スペース（自走式）を賃借します。 

なお、新施設において千早公民館・老人いこいの家スペースを配置する階層は、１階とし、

他の施設等とはエリア及び動線を分離するものとします。 

 

イ 新施設への移転 

新施設の完成後、内装工事等が完了次第、千早公民館・老人いこいの家は、新施設に移転す

る予定ですが、移転に係る手配については、すべて市の負担により行うものとします。 

 

 ウ その他 

    ここに記載がない事項について定める必要が生じたとき、又はここに定める事項について疑

義が生じたときは、必要に応じて市と十分協議の上、対応してください。 

 

（２）入居にあたっての賃料の提案及び敷金・保証金等の取り扱いについて 

ア 新千早公民館等の賃借料及び契約期間 

新千早公民館等の初回の賃借料については、以下の金額以上とし、最終的な賃料について

は、優先交渉権者決定後に市と協議の上、決定することとします。 

 

 

 

 

 

 

◯新千早公民館等の消費税及び地方消費税・共益費込賃料総額 

「１３,９３２千円／年」（以上） 

【内訳】 

 ・公民館等：１．８千円／㎡・月 × ６２０．００㎡ × １２月 ＝ １３，３９２千円 

 ・駐 車 場：  ９千円／台・月 ×   ５台    × １２月 ＝    ５４０千円 

 

※消費税及び地方消費税の税率については、賃借契約時・改定時の最新の税率を採用すること。 
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なお、新千早公民館等の賃借料については、市との協議により決定した当初の契約額を設

定した上で、原則として、「第３ １ (６)本件地の借地料」のエに掲げる「路線価変動率」

及び「改定のタイミング」に準じて改定することとします。 

また、賃貸借契約の終期については特に定めていませんが、基本的に定借契約期間の満了ま

で賃貸借契約が継続することを前提として計画してください。その他、契約形態（普通借家・

定期借家）等の詳細な賃貸借の条件については、優先交渉権者決定後に市と協議の上、決定す

ることとします。 

 

イ その他の費用 

新千早公民館等の賃借について、消費税及び地方消費税・共益費込賃料、市賃借部分の清掃

費用及び光熱水費用は市が負担しますが、それ以外の敷金・保証金や手数料等は負担しません。 

また、市が排出するごみの処理費用については、共益費に含まれるものとします。 

なお、原則として、修繕費については事業者負担とし、市の賃借部分における職員又は新千

早公民館等への来館者の過失に起因する修繕費は市又は来館者が負担します。 

 

（３）新千早公民館等スペースの仕様及び条件 

ア 必要賃借面積 

６２０㎡（概数） 

 

イ 主な施設内容 

諸室等 基準面積 主な利用目的 配慮事項等 

○講堂 ９０～１１５㎡ ・大規模の講演会、集会、サー

クル活動 等 

・災害時の一時避難所 

・室の短辺は８ｍ以上とし、８ｍ

×１２．５ｍから９ｍ×１１ｍ程度

の柱のない空間を確保すること 

・天井高は３ｍ以上 

・防音・防振性能を備えること 

○学習室 

 

４２～５２㎡ ・小規模の学習活動、研修会、

サークル活動、キッチン 等 

・キッチン設備を３台設置 

・可動間仕切りにより講堂と接続 

○和室 ２０～３０㎡ ・茶道、華道、詩吟、会合 等  

○児童等 

集会室 

４３～５３㎡ ・児童、高齢者の交流、児童図

書等の図書活動 

 

○地域 

団体室 

４７～５７㎡ ・地域諸団体の活動拠点、団体

相互の交流、活動の場 

 

○玄関・ 

ロビー 

５０～６０㎡ ・住民のくつろぎ、交流、情報交

換の場 

・玄関出入口の寸法は１．４ｍ以

上を確保 

○研修室 ０～３０㎡ ・１０～１５人程度の研修 等 ・必要の有無は、地域協議を経

て決定 

○事務室 ３３～３８㎡ ・公民館の運営業務 ・公民館全体の管理・警備の拠

点 

・事務机４台を設置 

○ユニット ０～４㎡ ・避難者生活設備 ・必要の有無は、地域協議を経
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シャワー 

・脱衣室 

て決定 

○その他 ９６～ 

２１０㎡ 

・トイレ（多目的便所含む）、湯

沸かし室、内部倉庫、廊下 等 

・合計面積の内数とすること 

公民館 ５５５㎡   

〇老人いこ 

いの家 

６５㎡   

合計 ６２０㎡  基準面積を遵守すること 

 

ウ 新千早公民館等の設計・施工等 

災害時に一時避難所として利用される（または、選挙の投票所に指定される可能性がある）

こと等を踏まえ、重要度係数１．２５以上の耐震性を確保し、停電時には、非常用発電機（新

福岡農林事務所と共用でも可）から電源を確保できるようにしてください。 

レイアウト等に係る詳細な条件については、優先交渉権者決定後に協議を行って決定します

が、内装の設計、施工及び維持管理・運営等については、すべて市の負担により行うものとし

ます。 

 

エ 新千早公民館等への出入り 

民間施設等を経由せず、直接、外部に有効に接続することとし、開館時間中は、利用者が自

由に行き来できるようにしてください。 

 

オ 開館時間 

    ９：００から２２：００まで、休館日は１２月２９日から翌１月３日までを予定しています

（開館時間前から職員が出勤し、職員配置は原則として１７時まで、その後は利用者による開

錠・施錠で対応予定であり、必要に応じて開館時間の変更や臨時休館日の設定等を実施）。 

  

カ 物品等の搬出入 

    物品等の搬出入のため、玄関付近への搬出入用車両のルート及び車両待機スペース等を確

保してください。 

 

キ 駐輪場及び屋根の設置 

新施設に、新千早公民館等専用の屋根を備えた駐輪場を設置してください。 

なお、台数は約１０台程度を想定しているため、約１０㎡のスペースを確保してください。 

  

（４）駐車場スペースの仕様及び条件 

ア 必要台数 

５台 

   【内訳】 

    〇来館者用   ：４台 

    〇身体障がい者用：１台（新施設入口までの屋根を設置） 

 

イ その他の条件 

市が使用しない日時（例：夜間や休館日等）においても、時間貸駐車場としての他者への貸

出や一般開放等は実施しない前提で計画してください。 

なお、ここに記載がない事項については、優先交渉権者決定後に市と協議の上、決定するこ

ととします。 
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（５）その他の仕様及び条件 

ア 新施設におけるサイン計画 

市と協議の上、新千早公民館等の出入口には、館名サイン及び避難所案内看板等を表示する

とともに、将来的な変更などにも柔軟かつ迅速に対応できるサイン計画としてください。 

 

イ 専用掲示板等の設置 

新施設の屋外部分（歩道の通行人から視認しやすい位置）に、施錠可能な新千早公民館等専

用掲示板（イベントの告知等のために使用）を、市の負担により設置します。 

 

 

５ 新施設完成時のイメージ例 

（１）パターンＡ（１棟合築 ＋ 平面駐車場（公用車車庫附属）） 

   下層階（２～４F）と上層階（５～１２F）で、エリア及び動線を分離（出入口・ＥＶも分離） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象地（本件地）：３，３００㎡（商業地域：８０％・４００％） 

新福岡農林等 

駐車場 

２～４F：新福岡農林事務所 

１F：民間施設 

（店舗等） 

１F：新千早 

公民館等 

５～１２F：民間施設 

（集合住宅等） 

公用車等車庫 

※重要度係数１．２５以上 
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（２）パターンＢ（１棟合築 ＋ ピロティ駐車場） 

   下層階（２～３F）と上層階（４～７F）で、エリア及び動線を分離（出入口・ＥＶも分離） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）パターンＣ（１棟合築 ＋ 立体駐車場） 

   下層階（２～３F）と上層階（４～８F）で、エリア及び動線を分離（出入口・ＥＶも分離） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象地（本件地）：３，３００㎡（商業地域：８０％・４００％） 

※重要度係数１．２５以上 

２～３F：新福岡農林事務所 

１F：民間施設 

（店舗等） 

１F：新千早 

公民館等 

４～８F：民間施設 

（集合住宅等） 

２～３F： 

新福岡農林等駐車場 

４～RF：民間駐車場 

立体駐車場 

１F：民間駐車場 

対象地（本件地）：３，３００㎡（商業地域：８０％・４００％） 

４～７F：民間施設 

（集合住宅等） 

※重要度係数１．２５以上 

１F：民間駐車場 

２～３F：新福岡農林事務所 

１F：新千早 

公民館等 

１F：新福岡農林等 

駐車場 

※上記パターンは、あくまでイメージ例であり、これらとは別の施設構成・配置でも可 
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第４ 優先交渉権者等の決定について 

 

１ 最優秀提案者等の選定 

県では、最優秀提案者及び次点提案者を選定するため、学識経験者及び県職員により構成する

「福岡高等技術専門校跡地有効活用事業 事業者選定委員会」（以下「選定委員会」という。）を

設置しています。 

その選定委員会において、応募者より提出された提案書類について、定量的事項、定性的事項及

び県内企業の参加の提案内容に係る総合的な審査を行います。選定方法の詳細については、別冊の

「選定基準」を参照してください。 

 

 

２ 優先交渉権者等の決定等 

（１）優先交渉権者及び次点交渉権者の決定 

県は、選定委員会による選定結果を受けて、優先交渉権者及び次点交渉権者を決定します。 

 

（２）決定結果の通知 

優先交渉権者及び次点交渉権者の決定結果は、「第１ ６ （３）募集スケジュール概要（予

定）」の期日までに、文書により通知します。なお、審査の過程や結果等に関する異議やお問い

合わせには、一切応じられません。 

 

（３）決定結果の公表 

県は、決定した結果（各応募者の得点、順位及び提案概要等）について、県ホームページで公

表する予定としています。特に、優先交渉権者については、主な提案内容（基本方針、事業内容、

施設配置図及びイメージパース図等）についても公表することがあります。 

なお、選定委員会における委員のコメント等については、公表は予定しておりません。 

 

 

３  その他 

（１）失格 

別冊の「選定基準」に掲げるほか、応募者が以下のいずれかに該当すると県が判断した場合

は、その応募者は失格となります。なお、優先交渉権者として決定した場合でも、定借契約まで

に失格要件に該当した者は、失格となります。 

 

ア 応募書類又は提案書類に虚偽の記載又は不備があり、補正が困難であるとき 

 

イ 投機を目的とした借地権の先行取得であり、事業の継続意思がないと県が判断したとき 

 

ウ その他、違法又は不正行為、県との信頼関係を損なう行為、社会的信用を損なう行為等があ

ったことにより事業者としてふさわしくないと県が判断したとき 

 

（２）決定の取消し 

ア 正当な理由がなく、県の指定する期日までに基本協定の締結に応じなかった場合は、優先交

渉権者としての決定を取り消すことがあります。 

 

イ 優先交渉権者について、資金事情の変化等により契約の履行が確実でないと県が判断した

場合又は著しく社会的信用を損なう等により、本事業の事業者としてふさわしくないと県が

判断した場合は、基本協定を締結しないことがあります。 
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第５ 優先交渉権者決定後の手続について 

 

１ 優先交渉権者決定後の手続 

（１）基本協定の締結 

ア 優先交渉権者の決定後、速やかに県と優先交渉権者は、提案書類の内容及び双方の協力 

義務等を定めた基本協定（配布資料２「基本協定書（案）」参照）を締結します。これにより、

優先交渉権者は「事業予定者」となります。 

 

イ 優先交渉権者は提案書類提出時に協力企業が未定の場合は、基本協定の締結前までに協力

企業を決定し、県に報告してください。 

 

ウ 事業提案に基づいてＳＰＣを設立する場合、優先交渉権者として決定後、速やかにＳＰＣを

設立してください。この場合においても、基本協定は優先交渉権者において締結することとし

ます。 

 

エ 優先交渉権者が何らかの事情により定借契約の締結に至らなかった場合、次点交渉権者が

優先交渉権者になります。また、併せて選定委員会における審査結果に基づいて、新たな次

点交渉権者を決定します。 

 

（２）新福岡農林事務所の移転 

「第３ ３ （１） イ 新施設への移転」を参照してください。 

 

（３）定借契約の締結 

「第３ １ 土地の貸付条件」を参照してください。 

 

（４）新施設の整備 

「第３ ２ 施設計画及び施設整備の条件」を参照してください。 

 

（５）辞退の申し出 

優先交渉権者決定後から基本協定の締結までの期間に、優先交渉権者から辞退の申し出がな

された場合は、県と協議するものとします。 

また、基本協定締結後から定借契約の締結までの期間に、県に起因するもの以外の理由により

事業予定者から辞退の申し出がなされた場合は、事業予定者は応募時に提案した本件地の年額

借地料１年分相当の金額を県に対して支払うものとします。 

 

（６）注意点 

本公募に係る事業者の決定は、あくまでも本件地の賃借人となる契約当事者を決定するもので

あり、都市計画法、建築基準法等の建築関係法規その他関係法令に基づく申請、届出等、及び近

隣地主等との調整、協議は事業者の責任と負担により別途必要となります｡ 
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（別紙１） 案内図 

土地の地番：福岡市東区千早四丁目３０２５番３ 

交   通：ＪＲ鹿児島本線／西鉄貝塚線「千早」駅 約４８０ｍ 徒歩約６分 

 

○周辺図（※一部、最新の状況とは相違する可能性あり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本事業の対象地（本件地） 

３，３００㎡ 

 

©Esri Japan 

市道水谷千早線 

国道３号線 
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（別紙２）物件調書 

 

約 998 坪

約 998 坪

　

　

坪面積

西鉄バス「御幸町」バス停　約２８０ｍ　徒歩約４分

東区役所　物件の南西方　約４．３㎞

千早小学校　物件の北西方　約１７０ｍ

所在及び地番 地目 現況 公簿面積 実測面積

合計１筆 3,300.00 ㎡

福岡市東区千早四丁目３０２５番３ 宅地 更地 3,300.00 ㎡

接面道路幅員
及び接面状況

北東側　幅員約２５ｍの市道に接面
南東側　幅員約２０ｍの市道に接面

3,300.00 ㎡

3,300.00 ㎡

法
令
等
に
基
づ
く
制
限

都市計画区域 市街化区域

用途地域 商業地域 建ぺい率 80% 指定容積率 400%

高さ制限 約１２５ｍ（航空法による制限） 最低敷地面積 －

その他
準防火地域
駐車場整備地区、香椎副都心土地区画整理地区

文化財保護 周知の埋蔵文化財包蔵地外に存している。

私道の負担等
に関する事項

私道負担 無 負担の内容 -

道路後退 無 負担の内容 -

上水道 接面道路配管 - -

配管等の状況 事業所名 電話番号

電気 接面道路配線 - -

公共機関等
（直線距離）

市役所等

小学校

中学校

※香椎第１中学校については、令和３年度時点で２６学級、生徒数７７０人となっており、過大規模校ではありませ
　 んが、同じくさらなる生徒数増加により、仮設校舎の整備等を行う可能性があります。

近隣の状況 土地区画整理事業により整備された分譲、賃貸マンション、商業施設等が建ち並ぶ地域

※上記の法規制等は一般的かつ主要なもののみを記載しています。

香椎第１中学校　物件の北西方　約３２０ｍ

■特記事項

※本件地の隣地である県有地（地番：３０２５番２、面積：４，０５８．９１㎡）については、令和４年４月から２５年間の
　 事業用定期借地権設定契約により民間事業者に貸付中であり、商業施設（ハローデイ等）が営業予定です。

※千早小学校については、令和３年度時点で３５学級、児童数１，０７０人の過大規模校となっており、今後も住宅
　 開発が予定されていることから、さらなる児童数増加により、仮設校舎の整備等を行う可能性があります。

供給処理施設
の状況

種別

交通機関
（道路距離）

鉄道 ＪＲ鹿児島本線／西鉄貝塚線「千早」駅　約４８０ｍ　徒歩約６分

バス

下水道 接面道路配管 - -

都市ガス 接面道路配管 - -
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（別紙３） 配布資料一覧 

 

Ｎｏ 資 料 名 等 

１ 全部事項証明書（写）、公図（写）、地積測量図（写） 

２ 基本協定書（案） 

３ 定期借地権設定契約書（案） 

４ 福岡西総合庁舎平面図 

５ 福岡農林事務所配席図 

６ 福岡県防災・行政情報通信ネットワーク関連資料 
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（別紙４） 関係法令の一部抜粋 

 

 

○地方自治法施行令（一部抜粋） 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第百六十七条の四 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入

札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができ

ない。 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると

認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことがで

きる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また

同様とする。 

一  契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関

して不正の行為をしたとき。  

二  競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合したとき。  

三  落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。  

四  地方自治法第二百三十四条の二第一項 の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務

の執行を妨げたとき。  

五  正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。  

六  この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契約

の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。 

 

 

○暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（一部抜粋） 

（定義）  

第二条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。  

一  暴力的不法行為等 別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当たる違法な

行為をいう。  

二  暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴

力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。  

三  指定暴力団 次条の規定により指定された暴力団をいう。  

四  指定暴力団連合 第四条の規定により指定された暴力団をいう。  

五  指定暴力団等 指定暴力団又は指定暴力団連合をいう。  

六  暴力団員 暴力団の構成員をいう。  

七  暴力的要求行為 第九条の規定に違反する行為をいう。  

八  準暴力的要求行為 一の指定暴力団等の暴力団員以外の者が当該指定暴力団等又はその第九

条に規定する系列上位指定暴力団等の威力を示して同条各号に掲げる行為をすることをいう。 

 

 

○ 福岡県暴力団排除条例（一部抜粋） 

(県の事務及び事業における措置) 

第六条 県は、公共工事その他の県の事務又は事業により暴力団を利することとならないよう、暴力

団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者を県が実施する入札に参加させない等

の必要な措置を講ずるものとする。 


